
令和 7年 3月

大阪府太子町

（令和 7年度～令和 11 年度）

概要版

主な地域子ども・子育て支援事業 令和 7年度 令和11年度

養育支援
訪問事業

支援が必要な家庭や妊婦に対し、養育に関する専門的な
相談指導・助言を、保健師・助産師・保育士・心理士等
が訪問して行う事業

量の見込み 37人 37人

確保方策 37人 37人

子育て世帯訪問
支援事業

居宅を訪問し、家庭が抱える不安や悩みの傾聴及び家事・
子育て等の支援を実施し、虐待リスク等の高まりを未然
に防ぐ事業

量の見込み 96人日 92人日

確保方策 96人日 92人日

児童育成
支援拠点事業

養育環境等に課題を抱える児童等の居場所を開設して多
様なサポートを行うとともに、児童と家庭が抱える課題
に応じて包括的な支援を提供し、子どもの最善の利益の
保障と健全な育成を図る事業

量の見込み － 10人

確保方策 － 1 か所

親子関係
形成支援事業

講義やグループワーク等による児童の心身の発達状況等
に応じた情報提供、相談・助言の実施、保護者同士が悩
みや不安を相談・共有、情報交換できる場を設け、親子
間の適切な関係性の構築を図る事業

量の見込み 15人 15人

確保方策 15人 15人

妊婦等包括相談
支援事業

妊婦等に寄り添いながら心身の状況や置かれている環境
等の把握を行い、母子保健や子育てに関する情報の提供、
相談、必要な支援を包括的に行う事業

量の見込み 445回 425回

確保方策 445回 425回

乳児等通園
支援事業

（こども誰でも
通園制度）

0 歳 6 か月から満 3 歳未満の教
育・保育給付を受けていない児童
を対象に、月一定時間までの枠の
中で、時間単位で定期的に通園で
きる事業

0 歳
量の見込み 1 人日 9 人日

確保方策 1 人日 9 人日

1 歳
量の見込み 1 人日 12人日

確保方策 1 人日 12人日

2 歳
量の見込み 1 人日 11人日

確保方策 1 人日 11人日

産後ケア事業

出産後の母子に対して心身のケア
や育児のサポート等を行い、安心
して子育てができる支援体制の確
保を行う事業

宿泊
（ショートステイ）型

量の見込み 3 人日 3 人日

確保方策 3 人日 3 人日

通所
（デイサービス）型

量の見込み 1 人日 1 人日

確保方策 1 人日 1 人日

居宅訪問
（アウトリーチ）型

量の見込み 4 人日 4 人日

確保方策 4 人日 4 人日

※地域子育て支援拠点事業は月間、その他の事業は年間のニーズ量と確保方策
※乳児等通園支援事業は令和 8 年度以降、新設される「乳児等のための支援給付」に位置付けられる予定
※「人日」とは、 1 人が 1 日利用した場合の量を「 1 」とする単位

計画の推進体制および進捗管理
本計画を着実に推進していくために、PDCA サイクルの考え方に基づき計画の具体的な取組の進捗

状況について「太子町子ども・子育て会議」において定期的に点検・評価を行い、必要に応じて確保
方策等の改善・調整等を行います。

発行日 : 令和 7 年 3 月　　発行 : 大阪府太子町
〒583－8580  大阪府南河内郡太子町大字山田88番地　　TEL：0721－98－0300（代表）
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計画の策定に当たって

計画策定の趣旨

我が国では、出生率の低下とそれに伴う少子化の急速な進行、生産年齢人口の減少、地域のつなが
りの希薄化、核家族化や共働き世帯の増加等、家族や地域、就労等の子どもと家庭を取り巻く環境が
大きく変化しており、子どもの貧困やヤングケアラー、児童虐待、自殺対策等、子どもや若者の抱え
る問題も複雑かつ複合化しています。

国においては、平成27年から「子ども・子育て支援新制度」を本格的に開始しました。その後、令
和 5 年12月22日には「こども大綱」が閣議決定され、全てのこども・若者が身体的・精神的・社会
的に幸福な生活を送ることができる社会である「こどもまんなか社会」の実現を目指して、様々なこ
ども施策を推進していくこととされています。

太子町では、今回第 2 期計画の計画期間が終了することから、引き続き「『和』の心を大切にする
子どもと子育てにやさしいまち　太子」を基本理念として掲げ、地域の多様な主体がそれぞれの役割
を果たしつつ協働し、子どもや子育て家庭に妊娠・出産期からの切れ目のない支援を行うことで、子
どものより良い育ちや保護者としての成長を実現していけるよう、本町の子育て支援に関する基本的
な考え方や具体的な取組等について示す計画として「第 3 期太子町子ども・子育て支援事業計画」（以
下、本計画という。）を策定するものです。

計画の位置付け

本計画は、子ども・子育て支援法第61条に基づく「市町村子ども・子育て支援事業計画」であり、
次世代育成支援対策推進法第 8 条に基づく「市町村行動計画」としての性格も持ち合わせた計画です。
また、こどもの貧困の解消に向けた対策の推進に関する法律第10条第 2 項に基づく「市町村計画」と
しての内容も含みます。

なお、本計画はこども基本法及びこども大綱の考え方も踏まえた計画です。

計画期間

本計画は 5 年を 1 期とし、令和 7 年度から令和11年度を計画期間として策定します。また、計画
の内容と実際の状況に乖離がある場合は、中間年度（令和 9 年度）を目安として、計画の見直しを行
うものとします。

計画の策定体制

本計画の「策定にあたっては、子育て中の保護者のニーズ
を把握するために児童の保護者を対象としたニーズ調査を実
施し、子育て支援に関する住民、学識経験者、関係機関から
構成する「太子町こども・子育て会議」において協議を行い
計画案に対するパブリックコメントを実施し策定しています。
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子どもと家庭を取り巻く状況

人口の推移

総人口の推移をみると、ゆるや
かな減少傾向となっており、今後
も減少し続けていくことが見込ま
れています。令和 6 年は総人口が
12,762人となっており、令和11年
には12,029人と予想されています。
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子どもの人口の推移

0 〜 5 歳の人口の推移をみると、
令和 2 年から令和 4 年にかけては減
少していましたが、令和 4 年以降は
横ばいに近い推移となっており、令
和 7 年以降もおおむね横ばいの推移
を見込んでいます。
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※ 「子ども」と「こども」、「子供」の表記については「子ども」に統一し
て表記していますが、法律名やその説明文等の関連する文章、団体名等
の固有名詞等については、元の表記を使用しています

※ 令和 6 年までは住民基本台帳（各年 4 月 1 日時点）より。令和 7 年
以降の推計値はコーホート変化率法による推計値

※ 令和 6 年までは住民基本台帳（各年 4 月 1 日時点）より。令和 7 年
以降の推計値はコーホート変化率法による推計値

1,559 1,501 1,468 1,460 1,418 1,406 1,401 1,379 1,375 1,357

7,850 7,753 7,633 7,559 7,389 7,240 7,105 6,993 6,827 6,688

3,867 3,918 3,898 3,916 3,955 3,904 3,973 3,917 3,952 3,984

13,276 13,172 12,999 12,935 12,762 12,550 12,479 12,289 12,154 12,029

0人

5,000 人

10,000 人

15,000 人

令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年 令和８年 令和９年 令和 10 年令和 11年

■ 14 歳以下　■ 15 ～ 64 歳　■ 65 歳以上

推計実績

69 58 58 68 65 63 61 61 60 60

74 74 62 70 72 72 70 68 68 67

95 79 75 74 74 79 79 77 75 75

104
96 84 82 75 78 83 83 81 79

89
103

101 86 87 78 82 87 87 85

104
91

103 104 88 89 80 85 90 90

535
501 483 484

461 459 455 461 461 456

0人 

100人 

200人 

300人 

400人 

500人 

600人 

令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年 令和８年 令和９年 令和 10 年令和 11年

■ ０歳　■ １歳　■ ２歳　■ ３歳　■ ４歳　■ ５歳

推計実績

基本理念実現に向けた
施策の方向性

●  保育所・認定こども園・幼稚園等を中心
としてインクルーシブな子どもの保育・
教育環境を提供します

●  保護者が子育ての責任を果たしつつ、ラ
イフスタイルに応じ選択することができ
る子育て支援施策を提供します

●  こども家庭センターを中心に地域で育み
支えるこどもまんなか施策を提供します

計画の基本理念

『和』の心を大切にする子どもと子育てに　やさしいまち 太子

基本的な視点

こどもまんなかに

全ての子どもの「個」を育てます

子育て家庭の「和」を守ります

地域の子育て支援の「和」をひろげます

太子町
（計画決定）

太子町子ども・子育て会議
学識経験者

関係機関・団体の代表
保護者の代表

住　民
ニーズ調査

回答

参加

協議

意見
提案
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基本目標

教育・保育等の量の見込みと確保方策

教育・保育提供区域の設定

本町では、利用者が居住地域に関わらず子育て支援サービスの選択ができる等の利便性を考慮し、
町全域を一つの教育・保育提供区域と設定します。

認定区分について

子ども・子育て支援事業計画では、子どもの年齢と保育の必要性に基づいた「教育・保育給付認定
区分」と、幼児教育・保育の無償化の実施に伴う「施設等利用給付認定区分」が設定されています。
内容は以下の通りです。

■ 教育・保育給付認定区分
認定区分 対象 利用先

1 号認定 教育標準時間認定 満 3 歳以上の小学校就学前の子どもで、教育を希望する子ど
も

幼稚園
認定こども園

2 号認定 満 3 歳以上・保育認定 満 3 歳以上の小学校就学前の子どもで、保護者の就労等により、
保育園等での保育を希望する子ども

保育所
認定こども園

3 号認定 満 3 歳未満・保育認定 満 3 歳未満の小学校就学前の子どもで、保護者の就労等により、
保育園等での保育を希望する子ども

保育所
認定こども園
地域型保育事業
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こども家庭センター（子育て世代包括支援センター）、
特定不妊治療費の助成事業、すくすく相談、乳児家
庭全戸訪問事業、多子世帯等保育料補助事業　等

施策の方向（1）
子どもの健やかな成長支援

おはなしひろば、特色ある学校づくり推進事業、教
職員人権研修の充実、青少年指導員会　等

施策の方向（2）
子どもの個性と創造性を育む環境整備

延長保育事業、一時預かり事業（幼稚園型）、放課
後児童会、病児・病後児保育　等

施策の方向（3）
子育てと仕事の両立支援

基本目標 1　子どもが健やかに、心豊かに育つための支援

プレママ・パパ教室、赤ちゃん会ぷらす、子育て支
援地域ネットワーク会議　等

施策の方向（1）
子育て支援のネットワークづくり

おひさま広場、すこやかホール開放、地域子育て支
援センター事業ひなたぼっこ、子育てボランティア
の活動　等

施策の方向（2）
地域の子育て相談・支援体制の推進

子どもの見守り活動、交通安全講習会、
防犯教室　等

施策の方向（3）
子どもの安全の確保

基本目標 2　地域全体での子育て支援の推進

こどもの貧困の解消に向けた対策の推進に関する基本的な考え方

ひとり親家庭に対する相談体制の充実、ひとり親家
庭医療費助成制度　等

施策の方向（1）
ひとり親家庭への自立支援の推進

障がい児保育事業、重度障がい者医療費助成制度、
ポニー教室、発達障がい巡回相談事業、個別支援プ
ログラム、サポートブックの配布　等

施策の方向（2）
障がいのある子どもの施策の充実

学習支援、就学援助、児童生徒支援・教育相談事業、
スクールソーシャルワーカー活用事業　等

施策の方向（3）
子どもの人権と権利擁護の推進

要保護児童対策地域協議会、ファーストベビー講座、
子育て世帯訪問支援事業　等

施策の方向（4）
子どもへの虐待防止対策の強化

基本目標 3　すべての子どもが尊重されるまちづくりの推進

次
世
代
育
成
支
援
の
展
開

妊娠前 妊娠 出産 産後 育児・子育て 小学校から１８歳まで

妊娠期～産後のママと子どもの
健康づくりをサポート

学齢期の健全育成を
サポート

子育て期・支援が必要な
子どもの成長をサポート

教育委員会子育て支援課いきいき健康課（保健センター）

就学相談・教育相談、就学援助、スクールカウンセ
ラー活用事業、スクールソーシャルワーカー活用事
業

教育の支援

こども家庭センター（子育て世代包括支援セン
ター）、幼稚園・保育所・小学校の連携、子どもの
見守り活動、居場所づくり　等

生活の安定に資するための支援

あらゆる職場における男女平等に向けた条件整備、
多様な就業形態における条件整備、ワーク・ライフ・
バランスの推進　等

保護者に対する職業生活の安定と
向上に資するための就労の支援

多子世帯等保育料補助事業、副食費補助事業、入学
祝品贈呈事業、妊婦のための支援給付交付金事業、
子ども医療費助成制度　等

経済的支援

こどもの貧困の解消に向けた具体的な取組

こ
ど
も
の
貧
困
の
解
消
に
向
け
た
対
策
の
推
進

全町で 1区域
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■ 施設等利用給付認定区分
認定区分 対象 利用先

新 1 号認定 満 3 歳以上の小学校就学前の子どもであって、新 2 号認定・
新 3 号認定対象以外の子ども

新制度に移行していない私立幼稚園
特別支援学校等

新 2 号認定
満 3 歳に達する日以後最初の 4 月 1 日を経過した小学校就
学前の子どもであって、保護者の就労等により、保育園等
での保育を希望する子ども

認定こども園、幼稚園、特別支援学校（満 3
歳入園児は新 3 号認定、年少児からは新 2 号
認定）

新 3 号認定

満 3 歳に達する日以後最初の 3 月31日までの間にある子
どもであって、保護者の就労等により、保育園等での保育
を希望し、かつ、保護者及び同一世帯員が市町村民税非課
税世帯である子ども

認可外保育施設、預かり保育事業、一時預かり
事業、病児保育事業、ファミリー・サポート・
センター事業（ 2 歳児までは新 3 号認定、 3
歳児からは新 2 号認定）

幼児教育・保育の無償化

本町の独自の子育て施策として、第 1 子目の年齢や世帯の所得に関係なく、保育所、認定こども園
に通う 0 歳〜 2 歳児の第 2 子以降の保育料を全額補助し、保育料の実質無償化を拡充しましたが、今
後も保護者の負担軽減に向けた取り組みに努めます。

量の見込みと確保方策

教育・保育事業 令和7年度 令和11年度 利用先

1 号認定・
2 号認定（教育希望）

量の見込み 141人 147人 幼稚園
認定こども園確保方策 141人 149人

2 号認定
量の見込み 88人 91人 保育所

認定こども園確保方策 88人 91人

3 号認定

0 歳
量の見込み 11人 10人

保育所
認定こども園
地域型保育

確保方策 11人 10人

1 歳
量の見込み 36人 33人

確保方策 36人 33人

2 歳
量の見込み 48人 46人

確保方策 48人 46人
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地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと
確保方策

主な地域子ども・子育て支援事業 令和 7年度 令和11年度

利用者
支援事業

地域子ども・子育て支援事業等を
円滑に利用できるよう、身近な場
所で相談に応じ、助言等を行うと
ともに、関係機関との連絡調整等
を実施する事業

こども家庭
センター型

量の見込み 1 か所 1 か所

確保方策 1 か所 1 か所

妊婦等包括相談
支援事業型

量の見込み 1 か所 1 か所

確保方策 1 か所 1 か所

基本型
（地域子育て
相談機関等）

量の見込み 0 か所 1 か所

確保方策 0 か所 2 か所

時間外保育事業
（延長保育事業）

保育認定を受けた子どもについて、認可保育所や認定こ
ども園等で、通常の保育時間を超えて延長して保育を実
施する事業

量の見込み 110人 109人

確保方策
140人 140人

3 か所 3 か所

放課後児童
健全育成事業

保護者が就業等により昼間家庭にいない児童に、授業が
終わった後の遊びや生活の場を提供し、指導員の活動支
援のもと児童の健全育成を図る事業

量の見込み 158人 141人

確保方策
170人 170人

2 か所 2 か所

子育て
短期支援

事業

保護者の疾病や仕事、子育てに係
る保護者の負担軽減が必要な場合
等により、家庭において養育を受
けることが一時的に困難になった
児童に、児童養護施設等にて一定
期間養育やその支援を行う事業

ショート
ステイ

量の見込み 120人日 140人日

確保方策
120人日 140人日

1か所（町内）
6か所（町外）

1か所（町内）
6か所（町外）

トワイライト
ステイ

量の見込み 1 人日 1 人日

確保方策
1 人日 1 人日

1か所（町内）
6か所（町外）

1か所（町内）
6か所（町外）

地域子育て支援
拠点事業

乳幼児とその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、
子育てについての相談、情報の提供、助言等を行う事業

量の見込み 303人回 286人回

確保方策 2 か所 2 か所

一時預かり事業
通常の教育時間の前後や長期休業期間中等、家庭での保
育が一時的に困難になった場合等に、保護者の申し込み
に応じて実施する事業

量の見込み 12,056人日 12,498人日

確保方策
12,056人日 12,498人日

2 か所 3 か所

病児・病後児
保育事業

病気や病気回復期の児童を対象と
して、保護者の就労等の理由で保
護者が保育できない際に、病院や
保育施設等に付設された専用ス
ペース等で一時的に保育を実施す
る事業

病児・病後児
対応型

量の見込み 100人日 100人日

確保方策
100人日 100人日

1 か所 1 か所

体調不良児
対応型

量の見込み 135人日 134人日

確保方策
135人日 134人日

1 か所 1 か所

妊産婦及び乳幼児
健康診査事業

妊婦及び胎児の健康増進、妊婦の生活習慣改善を目的と
して健康診査を行う事業

量の見込み 89人 85人

確保方策 89人 85人

乳児家庭
全戸訪問事業

乳児がいるすべての家庭を訪問し、養育環境の把握等を
行い、子育てに関する情報提供や適切なサービスの提供
に結びつける事業

量の見込み 63人 60人

確保方策 63人 60人
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